
地球温暖化対策推進法に基づく地域脱炭素化促進事業に係る
促進区域の設定に関する県基準（案）の概要

１ 策定の背景

○ 地球温暖化対策推進法の改正（令和４年４月施行）により、国は地方公共団体実行計画制

度を拡充し、地域脱炭素化促進事業制度を創設

○ 地域脱炭素化促進事業制度とは、円滑な合意形成を図り、適正に環境に配慮し、地域のメ

リットにもつながる、地域と共生する再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）の導

入を促進する制度

○ 市町村は、地方公共団体実行計画（区域施策編）に、地域脱炭素化促進事業の促進に関す

る事項として、地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（以下「促進区域」という。）等を

定めるよう努めることとされ、促進区域は、国及び県の環境保全に係る基準に従い設定

○ 本基準（案）は、市町村が促進区域を円滑に設定できるよう、本県の自然的・社会的条件

に応じた環境保全に係る基準を定めるもの。

２ 位置づけ

○ 地球温暖化対策推進法第21条第６項に規定する促進区域の設定に関する基準

○ 青森県地球温暖化対策推進計画（令和５年３月改定）の「別冊」とする

３ 基準の対象

○ 太陽光発電施設（建物の屋根に設置するものを除く）

○ 風力発電施設（洋上に設置するものを除く）

４ 区域設定の考え方

○ 除外区域（促進区域に含めることが適切でないと認められる区域）及び考慮区域（促進区
域の設定に当たり考慮を要する区域）を設定

○ 除外区域及び考慮区域のゾーニングはそれぞれ共生条例における保護地域及び保全地域と
一致

○ 環境の保全に支障を及ぼすおそれがないよう措置する観点から考慮が必要な事項や、環境
の保全上の支障を防止する必要性が高いものの性質上区域での規制が行われていない事項に
ついては、環境配慮事項として明示

６ 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域（除外区域）
＜共生条例における保護地域＞

自然環境保全地域（国指定）
野生動植物保護地区、特別地区、普通地区

自然環境保全法

自然環境保全地域（県指定）
野生動植物保護地区、特別地区、普通地区

青森県自然環境保全条例

国立公園・国定公園
特別保護地区、第1種・第2種・第3種特別地域

自然公園法

県立自然公園
第1種・第2種・第3種特別地域

青森県自然公園条例

国指定鳥獣保護区の特別保護地区 鳥獣保護管理法

県指定鳥獣保護区の特別保護地区 鳥獣保護管理法

世界文化遺産（緩衝区域を含む）
世界自然遺産（緩衝区域を含む）

世界の文化遺産及び自然遺産の保護に
関する条約

ラムサール条約湿地 特に水鳥の生息地として国際的に重要
な湿地に関する条約

国指定文化財（史跡、名勝、天然記念物等（※））
県指定文化財（史跡、名勝、天然記念物（※））
（※区域指定が可能なものに限る）

文化財保護法
青森県文化財保護条例

保護林、緑の回廊 国有林野の管理経営に関する法律 他

７ 促進区域の設定に当たり考慮を要する区域（考慮区域）
＜共生条例における保全地域＞

県開発規制地域、県緑地保全地域 青森県自然環境保全条例

国立公園・国定公園 普通地域 自然公園法

県立自然公園 普通地区 青森県自然公園条例

国指定鳥獣保護区（特別保護地区以外） 鳥獣保護管理法

県指定鳥獣保護区（特別保護地区以外） 鳥獣保護管理法

保安林（保安施設地区を含む） 森林法

国有林（保安林、保安施設地区、保護林、緑の回廊を除く） 森林法

地域森林計画対象民有林（保安林、保安施設地区を除く） 森林法

ふるさとの森と川と海保全地域 青森県ふるさとの森と川と海
の保全及び創造に関する条例

８ 促進区域の設定に当たり考慮を要する環境配慮事項

区分１ 自然・地域と再生可能エネルギーとの共生（自然・地域との共生など）

区分２ 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持（土地の安定性への影響など）

区分３ 生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全（動植物の重要な種への影響など）

区分４ 人と自然との豊かな触れ合いの確保（主要な眺望点・景観資源への影響など）

区分５ その他県が必要と判断するもの（ふるさとの森と川と海保全地域など）■青字：国の基準の除外区域 ■緑字：国の基準の考慮区域 ■黒字：県独自の設定区域

５ 基準の見直し

○ 青森県地球温暖化対策推進計画に掲げる目標及び関連する施策の実施状況、本県の自然
的・社会的条件の状況を勘案し、必要があると認めるときは本基準の見直しを行う。

参考資料１



関係附属機関・懇話会等委員からの意見について
参考資料２

青森県環境影響評価審査会

○設置根拠 青森県附属機関に関する条例第２条に基づき設置する附属機関（委員数２０名）

○担当事務 ・環境影響評価法及び環境影響評価条例に係る環境影響評価方法書及び準備書並びに計画段階環境

配慮書の案及び計画段階環境配慮書についての知事の意見に関して調査審議すること。

・環境影響評価書に係る環境の保全のための措置の要求に関して、調査審議すること。

・青森県環境影響評価条例に係る技術指針を調査審議すること。

【意見照会】令和６年１１月８日～１１月２５日（書面による照会）

■共生条例骨子案及びガイドライン構成イメージについて資料提供の上、意見照会

■主な提出意見

・共生区域の認定と農山漁村再エネ法との関係について、市町村から見た具体的な流れをガイドライン等で示すべき。

・環境影響評価手続の前後に合意形成プロセスを追加することについて、事業実施までの期間が長期化しないよう配慮するため、さらに環境影響評価手続と

一体となったシステムが必要ではないか。

・合意形成プロセスにおいて、地域住民の意見の軽重をどのように扱うのか。

・事業終了時の施設撤去・復元等の環境配慮について事業者に確約させることも定めるべきではないか。

・検討中の合意形成プロセスに基本的に賛同。環境影響評価手続前の意見交換会時に、地域住民に事業内容や守るべき地域の財産を専門家等を通してきちん

と説明することで、拙速ではなく十分考慮された地域の判断が醸成される。

青森県地球温暖化対策推進協議会

○設置根拠 地球温暖化対策推進法第２２条に基づく地方公共団体実行計画協議会（委員数１４名）

○担当事務 ・地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定等に係る協議

・地方公共団体実行計画（区域施策編）の進捗状況の評価及び必要に応じた連絡調整

【意見照会①】

■第１回協議会開催 令和６年７月２６日 ■第３回有識者会議までの検討状況を事務局から説明の上、意見照会

■主な提出意見

・地域と再エネ事業者が地域の持続的な発展に向けてベクトル、イメージを共有化することが重要。共生制度によって地域と事業者が一体となって地域の将

来を描けるよう検討を進めてほしい。

【意見照会②】

■第２回協議会開催 令和６年１１月２６日 ■共生条例骨子案について事務局から説明の上、意見照会

■主な提出意見

・共生制度によるゾーニングは地域の再エネポテンシャルの活用において、過度に制限すれば温暖化対策にブレーキがかかるし、あまりに緩いと地域と共生

ができない。両方がバランス良く落ち着くポイントを見つけ出してほしい。

・市町村が制度内容や手続きを理解し円滑に運用するために、フロー図などの示し方を工夫するなど配慮が必要。

・共生制度はゾーニングや合意形成プロセスを示すことにより、地域住民が再エネの導入について自分ごととして考えることを促す制度であると理解し、賛

同する。

・促進区域の設定や合意形成のための協議会等の場づくりにおいては、県が市町村と一緒に取り組む姿勢が重要。


